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 1．アルゼンチンの概要と開発課題 

 

（１）概要 

 アルゼンチンは、南米大陸の南部に位置し、国土の東側ではブラジル及びウルグアイ、西側ではチリ、北側

ではボリビア及びパラグアイと国境を共有している。我が国の約 7.5 倍の国土を有し、その領域内には様々な

自然環境を内包する。 

 パンパと呼ばれる広大な草原地帯で生産される農牧産品は、一時同国を世界有数の富裕国へ押し上げたが、

政情不安な国情もあり、長い停滞の時代が続いた。1980 年代後半はハイパーインフレに苦しめられたが、1990

年代前半には、メネム政権が兌換法の導入で物価・経済の安定化を図りつつ、強力な自由開放経済政策・構造

調整政策を遂行した結果、ハイパーインフレは終息した。活発な外国資本の流入もあり、1995 年までは平均で

5％を超える経済成長を達成したが、同時に財政赤字と対外債務の拡大、ペソの実質高による輸出競争力の低下

と国内産業の衰退を伴い、1998 年後半からはアジア、ブラジルの通貨危機を契機とする深刻な経済危機に陥っ

た。1999 年 12 月に発足したデ・ラ・ルア政権は、国債の暴落やドル銀行預金の流出を防ぐために預金引出制

限措置を取ったことから、経済・金融危機が発生した。また、これに端を発した社会騒擾により、2001 年 12

月、同政権は途中退陣を余儀なくされ、その後発足した暫定政権は同月末、対外債務支払い停止を宣言した。 

 国民の半数が貧困人口となった未曾有の国家的危機の中、2002 年 1 月に成立したドゥアルデ暫定政権は、11

年間続いた兌換制を廃止し、自由変動相場制に復帰するなどの経済立て直しを図った。また、2003 年 1 月には、

IMF との間で、同年 8 月までの暫定的なプログラム合意を取り付け、内政面では、失業や貧困等の社会問題に

ついて政策を進めた。2003 年 5 月に発足したキルチネル政権も、経済再建による経済危機からの脱出と、貧困

層対策などの社会政策や汚職対策を重要課題とし、同政権下では、前政権に続いて実施された経済政策の成功

と一次産品等の国際市況の好転により、2003 年以降、GDP が平均 9％前後と順調な経済成長を続け、2006 年 1

月には対 IMF 債務全額（95 億ドル）を一括返済した。 

 2007 年 12 月に発足したフェルナンデス・デ・キルチネル政権は、基本的に前政権の路線を踏襲したが、穀

物の輸出課徴金制度の改正に反対する農牧団体との対立の激化等を契機として次第にその支持基盤を失い、

2009 年 6 月に前倒し実施された上下両院中間選挙では、政権与党が敗北を喫した。この選挙結果を受け、キル

チネル前大統領は与党党首を辞任し、主要閣僚が交代した。その後、支持率は再び回復している。 

 経済面においては、国際金融危機の影響等により、2008 年末以降、経済成長の鈍化が見られたが、旱魃の解

消による農業部門の回復、伯経済等の好調、政府による積極財政の継続等を受けて、引き続き好調を維持して

いる。 

 アルゼンチンは公的・民間債務問題が長年の懸案となっていたが、民間債務問題については、政府は、2005

年の大幅な債務削減を伴う債務再編に引き続き、2010 年、2 回目の債務再編を実施した。公的債務問題につい

ては、2010 年 11 月にフェルナンデス大統領が、パリクラブとの再交渉開始を発表し、調整が開始された。 
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表－1 主要経済指標等 

指     標 2009年 1990年 

人   口   （百万人） 40.3  32.5 

出生時の平均余命  （年） 76  72 

総   額 （百万ドル） 297,638.58  135,150.03 
G N I 

一人あたり （ドル） 7,540  3,200 

経済成長率   （％） 0.9  -2.4 

経常収支   （百万ドル） 8,632.17  4,552.00 

失 業 率   （％） 8.6  7.3 

対外債務残高  （百万ドル） 120,182.95  62,232.66 

輸   出 （百万ドル） 66,562.59  14,800.00 

輸   入 （百万ドル） 48,951.04  6,846.00 貿 易 額注1） 

貿 易 収 支 （百万ドル） 17,611.55  7,954.00 

政府予算規模（歳入）  （百万ペソ） - - 

財政収支  （百万ペソ） - - 

債務返済比率（ＤＳＲ） （対GNI比,％） 4.1  4.6 

財政収支 （対GDP比,％） - - 

債務   （対GNI比,％） 41.0  - 

債務残高 （対輸出比,％） 155.9  - 

教育への公的支出割合 （対GDP比,％） - - 

保健医療への公的支出割合 （対GDP比,％） 6.3  - 

軍事支出割合 （対GDP比,％） 0.8  1.1 

援助受取総額 （支出純額百万ドル） 127.74 168.74 

面   積 （1000km2）注2） 2,780 

D A C   高中所得国 
分   類 

世界銀行等   ⅳ/高中所得国 

貧困削減戦略文書（PRSP）策定状況 － 

その他の重要な開発計画等 － 

注）1．貿易額は、輸出入いずれもFOB価格。 

  2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。 

 

表－2 我が国との関係 

指     標 2010年 1990年 

対日輸出 （百万円） 87,405.41 77,362.37 

対日輸入 （百万円） 74,852.02 28,028.93 貿易額 

対日収支 （百万円） 12,553.39 49,333.44 

我が国による直接投資 （百万ドル） － － 

進出日本企業数  32 23 

アルゼンチンに在留する日本人数 （人） 11,791 12,663 

日本に在留するアルゼンチン人数 （人） 3,181 2,656 
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表－3 主要開発指数 

開  発  指  標 最新年 1990年 

所得が1日1ドル未満の人口割合       （％） 6.6（1990-2005年） －

下位20％の人口の所得又は消費割合     （％） 4.0（2009年） －極度の貧困の削減と飢饉の撲滅 

5歳未満児栄養失調割合          （％） － －

成人（15歳以上）識字率          （％） 97.7（2009年) －
初等教育の完全普及の達成 

初等教育就学率              （％） － －

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教育） － －ジェンダーの平等の推進と女性
の地位の向上 女性識字率の男性に対する比率（15～24歳） （％） 99.1（2005年） －

乳児死亡率         （出生1000件あたり） 12.3（2010年） 23.8
乳幼児死亡率の削減 

5歳未満児死亡率      （出生1000件あたり） 14（2009年） 28

妊産婦の健康の改善 妊産婦死亡率        （出生10万件あたり） 70（2008年） 72

成人（15～49歳）のエイズ感染率       （％） 0.5（2009年） 0.3

結核患者数           （10万人あたり） 28（2009年） 60
ＨＩＶ/エイズ、マラリア、その他の疾
病の蔓延防止 

マラリア患者数         （10万人あたり） 28（2009年） 60

改善された水源を継続して利用できる人口  （％） 97（2008年） 94
環境の持続可能性の確保 

改善された衛生設備を継続して利用できる人口 （％） 90（2008年） 90

開発のためのグローバルパート 
ナーシップの推進 

債務元利支払金総額割合 
  （財・サービスの輸出と海外純所得に占める％）

17.3（2009年） 37.0

人間開発指数（ＨＤＩ） 0.797（2011年） 0.697

 

 

 

 2. アルゼンチンに対する我が国ＯＤＡ概況 

 

（１）ODA の概略 

 アルゼンチンに対する経済協力は、1957 年に日本海外移住振興（株）の駐在員事務所が開設され，移住事業

が開始されたことに端を発する。1959 年には海外協会連合会の支部も開設され，アルゼンチンへの移住者を支

援するための技術協力が開始された。1963 年には移住協定が発効、1981 年には技術協力協定が発効（締結は

1979 年）しており、1996 年からは日系社会へのボランティア事業が、2002 年からはシニア海外ボランティア

事業が開始され、多くのボランティアが派遣されている。なお、青年海外協力隊派遣取極は締結されていない。 

（２）意義 

 我が国とアルゼンチンは百年以上の関係を有し、中南米第 3 位である 3 万人以上の日系人社会の存在などを

通じて友好関係を築いている。 

 同国は約 4,000 万人の人口に加え、世界有数の農牧畜国であり、また豊かな天然資源を有する。製造業等に

おける技術水準も比較的高く、南米地域の主要経済国であり、世界金融経済に関するG20メンバーであるなど、

国際社会においても影響力のある国である。我が国の安定的食料資源確保、南米市場における拠点確保、国際

場裡における協力などに鑑みれば，我が国にとってアルゼンチンは、関係を拡大、深化させていく必要がある

国の 1 つであり、その実現のため、ODA を活用することは有意義である。 

（３）基本方針 

（イ）アルゼンチンは所得水準が比較的高い（一人当たり GNI：7,540 ドル、WDI 2009）ことから、技術協力

を中心に実施する。また、2001 年に締結したパートナーシッププログラム（PPJA：Partnership Program of 

Japan-Argentina）を通じた協力により、同国の新興援助国としての知識・経験の蓄積を支援する。同時に、

将来において援助卒業国になりえるよう長期的視点に立ち、制度的基盤の脆弱な箇所に補強的協力を行う。 

（ロ）2001 年末の未曾有の経済危機の影響から脱却してきているものの、今後、持続的な成長路線へ導くため

には、各種製造業における生産性・品質向上と輸出振興が不可欠である。そのため、官民連携も視野に入

れつつ、特に、中小企業の輸出市場への参入を通じた輸出の多様化と高付加価値化を目指し、我が国の比

較優位性が顕著な部分において、ODA による協力の実施を推進していく。 

（ハ）地域・貧困格差の問題は依然として深刻であり，特に北部に貧困が集中している。今後の推移を見守り

つつ、技術協力のほか、草の根・人間の安全保障無償資金協力も活用することで、引き続き、きめ細かく
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対応していく。 

（ニ）アルゼンチンはきわめて広大な領土を有し、南部は極地に近く北部地帯の一部は亜熱帯地帯であるなど

気候も様々であり、貴重な生物多様性を持つ。最南部ではオゾンホール拡大による被害が報告されるなど、

気候変動問題の影響も大きい。こうした点を踏まえ、我が国 ODA 大綱における基本方針の 1 つである「地

球規模問題への取組」という観点から、ODA による気候変動問題対策協力の実施を推進していく。 

（４）重点分野 

 現下のアルゼンチンの状況を踏まえ、(イ)経済活性化、(ロ)環境保全、(ハ)社会開発、(ニ)南南協力の 4 つの重

点分野を始めとする協力を推進していく。 

（５）2010 年度実施分の特徴 

 草の根・人間の安全保障無償資金協力について、従来より重点的に取り組んできた医療保健分野に加え、農

林水産分野への支援を実施した。また、シニア海外ボランティア等多くのボランティアが派遣され、首都圏の

みならず、多くの地方都市でも活動中である。 

（６）その他留意点・備考点 

 アルゼンチンでは現地タスクフォースが設置されており、一層の戦略的、効果的、効率的な ODA の実現に

努めている。 

 

 3．アルゼンチンにおける援助協調の現状と我が国の関与 

 

 アルゼンチンに対しては、世界銀行・IDB・UNDP 等の国際機関が中心となって社会開発分野及び経済開発分

野における援助を実施している。今後はこれら他のドナー機関との協調関係の構築に努め、援助実施の効率化

を図ることとしている。 

 

表－4 我が国の年度別・援助形態別実績 
（単位：億円）

年 度 円 借 款 無償資金協力 技 術 協 力 

2006年 − − 10.76 (8.11) 

2007年 − 0.17 7.71 (5.71) 

2008年 − 0.15 8.40 (5.51) 

2009年 − 0.33 12.45 (7.55) 

2010年 − 2.07 4.16 

累 計 81.50 60.06 463.19 

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。ただし、無償資金協力のうち、国際機関を通じた贈与（2008年度実績より、括弧内に全体の内数として記載）については、原則

として交換公文ベースで集計し、交換公文のない案件に関しては案件承認日又は送金日を基準として集計している。草の根・人間の安全保

証無償資金協力と日本NGO連携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関しては贈与契約に基づく。 
  3．円借款の累計は債務繰延・債務免除を除く。 
  4．2006～2009年度の技術協力においては、日本全体の技術協力事業の実績であり、2006～2009年度の（ ）内はJICAが実施している技術協

力事業の実績。なお、2010年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計についてはJICAが実施している

技術協力事業の実績の累計となっている。 
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表－5 我が国の対アルゼンチン経済協力実績 
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦 年 政府貸付等 無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2006年 -2.22 0.04 10.18 7.99 

2007年 6.57 0.14 8.37 15.09 

2008年 -2.52 0.14 8.27 5.89 

2009年 -2.55 0.03 11.52 9.00 

2010年 28.42 0.45 11.46 40.33 

累 計 77.06 41.87 451.18 570.10 

出典）OECD/DAC 

注）1．政府貸付等及び無償資金協力はこれまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額(政府貸付等については、 

アルゼンチン側の返済金額を差し引いた金額)。 

2．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁及び地方自治体による技術協力を含む。 

3．四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

4．政府貸付等の累計は、為替レートの変動によりマイナスになることがある。 

 

表－6 諸外国の対アルゼンチン経済協力実績 
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合  計 

フランス 12.33 
2005年 イタリア 21.57 ドイツ 13.00 

スペイン 12.33 
 - 日本 10.97 10.97 77.93

2006年 イタリア 26.50 フランス 15.87 スペイン 13.83 ドイツ 10.92 日本 7.99 7.99 81.18

2007年 スペイン 21.63 フランス 16.80 日本 15.09 ドイツ 11.93 米国 7.82 15.09 63.79

2008年 スペイン 29.67 ドイツ 22.12 フランス 12.75 米国 7.17 日本 5.89 5.89 87.37

2009年 スペイン 24.14 ドイツ 22.70 フランス 12.27 日本 9.00 米国 2.62 9.00 78.87

出典）OECD/DAC 

 

表－7 国際機関の対アルゼンチン経済協力実績 

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 そ の 他 合  計 

2005年 EU Institutions 6.03 GEF 3.46 GFATM 3.19 UNTA 2.37 UNHCR 0.78 2.92 18.75

2006年 EU Institutions 24.58 GEF 5.53 Montreal Protocol 2.40 GFATM 1.82 UNTA 1.33 -0.83 34.83

2007年 GEF 22.75 EU Institutions 6.10 GFATM 5.62 Montreal Protocol 2.81 UNTA 2.02 -0.82 38.48

2008年 EU Institutions 16.61 GEF 16.55 GFATM 6.62 Montreal Protocol 3.70 UNTA 1.01 -1.29 43.20

2009年 EU Institutions 21.28 GEF 20.84 Montreal Protocol 1.78 UNHCR 1.77 UNTA 1.01 0.86 47.54

出典）OECD/DAC 

注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

 



アルゼンチン 

 － 722 －

表－8 我が国の年度別・形態別実績詳細 
（単位：億円） 

年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力 

2005年
度まで
の累計 

81.50億円 

過去実績詳細は外務省ホームページ参照 

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/index/shiryo/jisseki.html) 

 

57.35億円

過去実績詳細は外務省ホームページ参照

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/

index/shiryo/jisseki.html) 

 

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

その他ボランティア 

432.14億円

2,950人

1,080人

1,639人

7,539.05百万円

21人

140人

2006年 

な し 

 

な し

 

 

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与 

留学生受入

(協力隊派

遣) 

 

10.76億円 

117人 

30人 

12人 

17.55百万円 

72人 

(8.11億円)

(91人)

(29人)

(12人)

(17.55百万円)

(25人)

2007年 

な し 0.17億円

草の根文化無償（1件）     (0.08)

草の根・人間の安全保障無償（2件）(0.09)

 

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与 

留学生受入

(協力隊派

遣) 

 

7.71億円 

113人 

28人 

7人 

24.14百万円 

79人 

(5.71億円)

(90人)

(28人)

(7人)

(24.14百万円)

(12人)

2008年 

な し  0.15億円

草の根・人間の安全保障無償（2件） (0.15)

 

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与 

留学生受入

(協力隊派

遣) 

 

8.40億円 

121人 

14人 

11人 

6.41百万円 

72人 

(5.51億円)

(90人)

(14人)

(11人)

(6.41百万円)

(14人)

2009年 

な し  0.33億円

草の根・人間の安全保障無償(5件） (0.33)

 

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与 

留学生受入

(協力隊派

遣) 

 

12.45億円 

144人 

29人 

17人 

27.36百万円 

1人 

(7.55億円)

(136人)

(27人)

(16人)

(27.36百万円)

(27人)

2010年 

な し  2.07億円

国営放送局番組ソフト及び番組制作機材整

備計画 (1.67)

草の根・人間の安全保障無償(6件) (0.40)

 

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

その他ボランティア 

4.16億円

72人

9人

1人

3.48百万円

10人

2010年
度まで
の累計 

81.50億円 60.06億円  

研修員受入 

専門家派遣 

調査団派遣 

機材供与 

協力隊派遣 

その他ボランティア 

463.19億円

3,429人

1,187人

1,686人

7,617.98百万円

21人

228人

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。 

  2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。ただし、無償資金協力のうち、国際機関を通じた贈与（2008年度実績より記載）については、原則として交換公文ベースで集計

し、交換公文のない案件に関しては案件承認日又は送金日を基準として集計している。草の根・人間の安全保証無償資金協力と日本NGO連

携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関しては贈与契約に基づく。 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 

(その他ボランティア) 
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  3．2006～2009年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2006～2009年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事

業の実績。なお、2010年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計についてはJICAが実施している技術

協力事業の実績の累計となっている。 

  4．調査団派遣にはプロジェクトファインディング調査、評価調査、基礎調査研究、委託調査等の各種調査・研究を含む。 

  5．四捨五入の関係上、累計が一致しないことがある。 

表－9 実施済及び実施中の技術協力プロジェクト案件（終了年度が2006年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

草の根からの市民社会強化プロジェクト 

オゾン層観測強化プロジェクト 

イグアス地域自然環境保全プロジェクト 

メルコスール観光振興プロジェクト 

広域協力を通じた南米南部家畜衛生改善のための人材育成プロジェクト 

PCM研修・モデレーター育成プロジェクト 

草の根からの市民社会強化プロジェクト・フェーズⅡ 

レンジャープロジェクト 

国素質汚濁分析技術強化（産業公害防止）プロジェクト 

CDM基盤整備プロジェクト 

第三国研修「ASTERデータを利用したリモートセンシング・トレーニング」プロジェクト 

植物ウィルス病防除管理リモートセンシング・プロジェクト 

先住民を通じた森林資源持続的利用プロジェクト 

地方貧困地域における住民組織化プロジェクト 

CDM植林推進のための技術強化プロジェクト 

貧困人口向け食糧安全保障 

固形廃棄物減量化計画 

気候変動への適応能力強化プロジェクト 

貧困人口向け食糧安全保障プロジェクト 

製鉄業におけるクリーナープロダクションプロジェクト 

生物多様性情報システム改善プロジェクト 

第三国研修「中南米地域自然保護官育成」 

04.03～06.09 

04.03～07.02 

04.04～07.03 

05.01～08.01 

05.08～10.07 

05.09～07.08 

05.09～07.08 

05.09～09.11 

05.09～09.11 

06.05～07.05 

06.09～11.03 

06.10～11.03 

06.12～09.11 

06.12～09.12 

07.09～09.08 

08.02～12.10 

08.06～10.03 

08.06～08.12 

08.10～12.10 

09.04～11.03 

10.02～13.01 

10.10～13.03 

 

表－10 実施済及び実施中の開発計画調査型技術協力案件（開発調査案件を含む）（終了年度が2006年度以降のもの） 

案 件 名 協 力 期 間 

メルコスール域内産品流通のための包装技術向上計画調査 

中小企業経営・生産管理技術の普及体制構築計画調査 

04.11

09.04

～07.03 

～10.03 

 

表－11 2010年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 

案 件 名 

サンタ・シルビーナ市ボランティア消防隊中古消防車整備計画 

サン・フアン・バウティスタ病院血液バンク強化計画 

ススケス郡聖母ベレン病院プーナ地域先住民コミュニティ救急システム強化計画 

サラテ市ボッシュ地区アリシア・モレアウ・デ・フスト市営医院整備計画 

チャコ州西部持続的地域開発及び小規模家族農業促進計画 

ラリオハ州乳ガン検診促進強化計画 

 

図－1 当該国のプロジェクト所在図は926頁に記載。 

 






